様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　　1月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　てぃーあいえす
                              　一般事業主の氏名又は名称 　ＴＩＳ株式会社
（ふりがな）　くわのとおる
                              （法人の場合）代表者の氏名　　桑野　徹　  印
住所　〒
　　　　　　　　
法人番号　　　2010001134133　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①OUR PHILOSOPHY(ＴＩＳインテックグループ基本理念）
②統合報告書2020（P20～P28に記載）

	公表日
	1 2019年1月7日
2 2020年9月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.tis.co.jp/company/philosophy/
2 https://www.tis.co.jp/ir/finance/annual_report/

	記載内容抜粋
	ＴＩＳインテックグループはデジタル技術を駆使したムーバーとして、未来のまだ見ぬ景色の中に、社会を魅了する斬新な可能性や選択肢の提供によって鮮やかな彩りをつける存在でありたい。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 グループビジョン2026
2 統合報告書 2020

	公表日
	1 2017年5月
2 2020年9月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.tis.co.jp/ir/policy/vision/
②https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/annual_report/ar2020.pdf
P.19～20、21～28に記載

	記載内容抜粋
	「Create Exciting Future」を2026年の企業像として、弊社が目指すIT技術を駆使したビジネスモデルを４つの戦略ドメイン（SPB・IOS・BFS・FCB）として表現。顧客からはIT戦略パートナーとして頼りにされ、既成業界・市場の改革に常にチャレンジし、新たな市場を創造するイノベーターとなることを目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 統合報告書 2020
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/annual_report/ar2020.pdf
P.25～28
②ＴＩＳインテックグループ　事業説明会（ペイメント）
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/meeting/191209_1.pdf
P.2

	記載内容抜粋
	2 P.2
サービス事業統括本部 デジタルトランスフォーメーション営業企画ユニット

＜組織概要＞
決済とデジタルマーケティングを融合し企業のデジタルトランスフォーメーション推進を総合的に支援する機能を担う



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①統合報告書 2020
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/annual_report/ar2020.pdf
（顧客向け）P.25～28、31～32、（社内業務）P.34
（投資戦略）P.37
②ＴＩＳインテックグループ　事業説明会（ペイメント）
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/meeting/191209_1.pdf

	記載内容抜粋
	今中期経営計画においてはサービス型ビジネスを成長エンジンとし、培ってきた強みの発展、投資の積極的な実施、オープンイノベーションの活性化等を推進。
また、社内業務DX化推進・業務シェアード推進を実施。
先行投資やM&A等、構造転換推進のための成長投資を積極化するため現中期経営計画（2018-2020）の3年間で最大800億円を想定。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2020


	公表日
	2020年　9月　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/annual_report/ar2020.pdf
P.21～24

	記載内容抜粋
	「戦略ドメイン比率」「営業利益」「営業利益率」と、資本コストを意識した経営を従前より推進している中で資本コストを上回るリターンを測る観点から「ROE」を、重要な経営指標としています。
また、社内では責任事業部に事業目標として単年度KPIを設定し、進捗および事業年度評価を実施しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020年9月30日
2 2020年11月10日

	発信方法
	①統合報告書 2020
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/annual_report/ar2020.pdf
P.13～16
②2021年3月期第2四半期決算説明資料
https://www.tis.co.jp/documents/jp/ir/finance/meeting/201110_2.pdf
P.23～34

	発信内容
	下記内容について、経営者が自ら対外向けにメッセージを発信
1 統合報告書 P.13～16で中期経営計画 (2018-2020)の進捗状況と今後の取り組み、アフターコロナ社会を見据えたTISインテックグループの社会的役割について説明
2 2021年3月期第2四半期決算説明資料P.23～34で中期経営計画の進捗状況について説明



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年3月

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて自己診断を実施。結果を提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2002年　7月頃　～
※「情報セキュリティ方針」制定時期

	実施内容
	・統合報告書 2020　P.64に記載
・有価証券報告書およびHPにて各種文書（情報セキュリティ方針・個人情報保護方針・個人情報の取扱について・特定個人情報の取扱について)を公開

・グループ情報セキュリティ方針に基づき情報セキュリティマネジメントシステムを確立し、運営することで情報の適切な管理（社内的監査、および社外監査の両面で実施）
・情報セキュリティ規定として社内ポータルに情報を開示。リスク分析表も公開掲載
・全社情報セキュリティー会議を定期開催し、実施部門におけるセキュリティ対策の方針、計画の推進状況の確認と調整
・全社員にセキュリティー研修の受講を義務化（定期実施）

※情報処理安全確保確保支援士：46名（2020/12/8現在）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

